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研究要旨 

アトピー性皮膚炎の大規模な疫学調査に備え、質問項目を洗練し、簡易かつ正確にアトピー性

皮膚炎の実態を把握するための、Web による調査を実施した。過去に厚生労働省研究班で実施

した、広島大学新入生を対象にしたアトピー性皮膚炎有症率調査では、紙媒体回答群に比べ、

Web 媒体回答群で有症率が高くなる傾向があったが、その調査方法の問題点について検証と改

善を行ない再調査したところ、紙媒体での回答群と Web を用いた回答群では、全く同じ条件で

回答した場合には両群間でのアトピー性皮膚炎有症率に差が生じないことが示された。また、

現在のアトピー性皮膚炎の治療実態とステロイド忌避の実態を把握するための質問項目を作

り、その質問項目の妥当性を検証するために 20 歳以上の全国のマクロミル会員を対象に Web

調査をおこなったところ、通院をしていない患者を含めた治療実態やステロイド忌避の実態、

重症度の経年的な変化を把握することが可能となった。今回、これらの成果をふまえて、マク

ロミル会員を対象に全国的な Web 調査を実施した。「あなたはアトピー性皮膚炎になったこと

はありますか」という、これまで有症率把握に有用であった質問によって有症率の把握を試み

た。今回の調査では、回答者と同居の子どもを合わせた患者数は 29,066 人であった。この集団

に「あなた、またはあなたのお子さんのうちで、アトピー性皮膚炎になったことがあるかたは

何人おられますか」と質問をし、回答された人数は合計 3,364 人(約 12%)であった。これは、

平成 26 年度(2014 年度)におこなった Web 調査で得られた有病率(12.3%)に近い数値であった。

今年度はさらに、回答者が患者自身であるか親であるかにより感度が異なるか、治療実態と受

診行動の関係などについても解析をおこない、より詳しい疫学調査に生かせる方法を検討した。
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A. 研究目的 

 

アトピー性皮膚炎の継続的な疫学調査体制を確立

するためには、国際的に通用する調査項目の選定

が必要である。これまでの本邦での有症率調査で

は、実際の医師の診察、調査用紙の郵送、あるいは

検診の際に患者やその家族が調査用紙に記入をす

る方法などが主にとられてきた。紙媒体でおこな

う調査方法は、労力や時間を多く費やすのみなら

ず、調査可能な範囲が限定される傾向にあること、

調査によって方法が統一されておらず異なる調査

間の比較が困難であること、定期的に実施されて

いないことから、疾患の経年的変化をみることが

難しいことなどの課題があった。そこで、今後国

際的に通用するアトピー性皮膚炎の疫学調査体制

を確立するためには、Web を用いた調査に移行す

ることが望まれる。平成 24 年度(2012 年度)には、

厚労省研究班の調査として広島大学の全新入生を

対象に紙媒体、Web 媒体それぞれを用いて有症率

調査が行われた。この際は、Web 調査群での回答

率が低く、なおかつ有症率が紙媒体調査群よりも

高くなる傾向があった。そこで、平成 27 年(2015

年)には、Web 調査群の回答率を上げるために検診

会場にタブレット型端末を設置して現場で回答を

してもらうなど調査方法の工夫をすると、調査の

媒体によって有症率に差は出ないことが確認され

た。今回の調査では、これまでの成果をもとに有

症率のさらなる検討と、日本語版 POEM による重

症度に関する検討をおこなった。今年度は、さら

に回答者が患者自身であるか、親が回答したかに

より感度が異なるか否か、治療実態と受診行動の

関係などについても検討した。 

 

B. 研究方法 

Web 調査会社マクロミルの全国の会員 13,238 人

(15 歳以上)を対象とし、会員 1 人につき本人、ま

たは同居の子どものうちアトピー性皮膚炎の重症

度が最も高いと考えられる 1 人についての回答を

得る方法をとった。調査集団は居住地域、男女比、

年齢が偏らないよう配慮した。アトピー性皮膚炎

の有症率を把握するために、これまでの我々の調

査で、医師による直接診察の結果と相関性が高か

った「あなたはアトピー性皮膚炎になったことは

ありますか」という質問を行った。重症度は

POEM 日本語版を用いて評価したが、同時に日本

アレルギー学会ガイドラインに示される強い炎症、

弱い炎症の皮膚の画像を提示し自己申告で重症度

（炎症の程度、面積）を回答してもらい、比較し

た。アトピー性皮膚炎の治療実態を把握する質問

としてはまず、アトピー性皮膚炎の治療の場を尋

ねた。保険医療機関で治療しているか、それ以外

の方法（漢方、民間療法、代替医療など）をおこな

っているか、自身で対処しているか、何もしてい

ないかを尋ねた。さらに、保険医療機関を受診し

ていない人にはその理由を尋ねた。外用剤の選択

と同様、あるいはそれ以上にどのように外用剤を

使用しているかがアトピー性皮膚炎の治療成否の

鍵を握ると考えられるが、その実態を把握するた

め、外用方法の指導を受けたことがあるか否かを

尋ねる質問も加えて結果を分析した。 

 

（倫理面への配慮） 

この研究では住所、氏名など個人を特定しうる情

報は収集せず、十分な倫理的配慮に努めた。 

 

C. 研究結果 

回答者 13,238 人のうち、回答者と同居の子ど

もを合わせた総数は 29,066 人であった。回答

者 13,238 人に「あなた、またはあなたのお子

さんのうちでアトピー性皮膚炎になったこと

があるかたは何人おられますか」と質問した

ところ、2,868 人が「1 人以上いる」と回答し

た。各回答者が申告した「アトピー性皮膚炎に

なったことがある人の数」を合計すると 3,364

人であった。これは、上記 29,066 人に、医師

による直接的な診察結果と相関性の高い「ア
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トピー性皮膚炎になったことはありますか」

という質問をして「はい」と答えた人が 3,364

人(約 12%)であった、という状態と同一である

とみなした。ここで示された 12%は、これま

での調査で示された有症率と同等であった。

そこで今回の調査では、この 3,364 人をアト

ピー性皮膚炎患者とみなした。次に、「あなた、

またはあなたのお子さんのうちでアトピー性

皮膚炎になったことがあるかたは何人おられ

ますか」との質問に、「1 人以上いる」と回答

した各回答者（マクロミル会員）には、本人ま

たは自身の子どもの中で最も症状が重いアト

ピー性皮膚炎患者 1 人を選び、その人につい

てそれ以降の質問に回答してもらった。その

結果、2,868 人のアトピー性皮膚炎患者がそれ

以降の質問の対象者となった。ここで、あらた

めて「あなたはアトピー性皮膚炎になったこ

とはありますか」という質問を投げかけたと

ころ、感度は 86%であった。すなわち、「あな

たはアトピー性皮膚炎になったことはありま

すか」との質問に「はい」と答えたとみなせた

人のうち、あらためて同一の質問を繰り返し

た場合に再度「はい」と答えた人が 86%であ

った。この質問の回答者による感度の相違を

調査したところ、わずかではあるが、40 歳以

上の高年齢者で感度が下がる傾向があった。

そこで、回答者が自身のことを回答している

場合と、親が子どものことについて回答して

いる場合とを比較したところ、親が回答した

場合は若干感度が低くなる傾向があり、子ど

もの年齢が高いほど、その傾向が強くなった

(図 1)。 

 

 
図 1：「あなたはアトピー性皮膚炎になったこ

とはありますか」という質問で、回答者による

感度の相違 

 

重症度は日本語版 POEM で評価した。重症度

別の人数分布傾向は、これまでの調査と矛盾

のないものであった(平成 30 年度既報告)。さ

らに、日本アレルギー学会アトピー性皮膚炎

診療ガイドライン2015に示される強い炎症を

伴う皮疹、軽度の皮疹の写真を参考に、軽症(面

積に関わらず軽度の皮疹がみられる)、中等症

(強い炎症を伴う皮疹が体表面積の 10%未満に

みられる)、重症(強い炎症を伴う皮疹が体表面

積の 10%以上、30%未満にみられる)、最重症

(強い炎症を伴う皮疹が体表面積の 30%以上に

みられる)の重症度を自己申告してもらう方法

をとった。その結果は、患者自己申告による重

症度(POEM)とガイドラインの写真で示され

る客観的指標による重症度は必ずしも一致し

ていなかった。治療の場については、保険医療

機関で治療している人が 1,096 人(44.5%)、保

険医療機関以外で治療(漢方療法、民間療法、

代替療法、など)している人が 94 人(3.8%)、医

療機関に行かず自分で対処している人が 456

人(18.5%)、無治療の人が 819 人(33.2%)であ

った(図 2)。 
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図 2：治療の場 

 

保険医療機関を受診しない理由としては、お

金がない 134 人(9.8%)、時間がない 340 人

(24.8%)、治療に希望が持てない 180 人(13.1%)、

遠い 45 人(3.3%)、ステロイド外用剤による治

療を希望しない 383 人(28.0%)であった。さら

に、アトピー性皮膚炎の患者に対して外用療

法についての指導に関する質問をおこなった。

医療機関で外用剤の使用量の目安を指導され

たことがあると回答した人は 1,609 人(65.3%)

であった。また、外用剤の使用方法について指

導されたことがあると回答した人は 1,605 人

(65.1%)であった。その一方、医療機関で外用

剤の減らし方、やめ方について指導されたこ

とがあると回答した人は 1,184 人(48.0%)とや

や少なかった。知識面に関する質問は、回答者

全員に問いかけた。経皮感作によって食物ア

レルギーや鼻炎、喘息になりやすいため、それ

らを予防や症状軽減するためにもアトピー性

皮膚炎のきちんとした治療が必要であること

を知っていますか、という問いに対し、「知っ

ている」と回答した人は 3,368 人(25.4%)、「聞

いたことがある程度だ」は 5,605 人(42.3%)、

「聞いたことがない」は 4,265 人(32.2%)であ

った。保険医療機関を受診していない人全体

と比較し、受診しない理由が「お金がない」「治

療に希望が持てない」とした人では、外用療法

の指導を受けた経験がある人の割合が低く、

「ステロイド忌避」の人でもその割合が若干

低い傾向にあった(図 3)。 

 

 
図 3：保険医療機関受診の有無、受診しない理

由別 外用指導を受けた経験、アレルギーに関

する知識 

 

自己申告の重症度と外用指導を受けた経験、

アレルギーに関する知識についての検討では、

中等症以上の人で、軽症の人よりも指導を受

けた経験やアレルギーに関する知識をもつ人

の割合が若干ながら高かった(図 4)。 

 

 

図 4：重症度と外用指導を受けた経験、アレル

ギーに関する知識 

 

D. 考察 
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アトピー性皮膚炎は西欧型のライフスタイル

を背景に他のアレルギー疾患と同様、本邦で

も増加傾向にあるとされる。アトピー性皮膚

炎の大規模疫学調査は平成16年度(2004年度)

に千葉市などで 3 歳児、小学生対象の有病率

調査が実施された。その後、10 年ぶりの調査

では千葉市で 3 歳での有病率は以前よりも増

加していた。昨今のインターネット環境の一

般への急速な普及に伴い、従来の紙媒体を利

用した調査から Web を用いた簡便かつ正確な

調査方法の確立が望まれている。質問票のみ

でアトピー性皮膚炎の有病率を調査する手段

としては UKWP の質問票が用いられている

が、以前の調査ではそれによって得られる有

病率は医師の診察によるものよりも高くなる

傾向にあるとされていた。我々は平成 26 年度

(2014 年度)に広島大学新入生を対象に検診会

場にタブレット型端末を準備して Web での調

査を行ない、同じ条件下で調査を行えば紙媒

体と Web での有病率の差異は問題なくなるこ

とを確認した。それと同時に、「あなたはアト

ピー性皮膚炎になったことはありますか」と

いう質問に対する回答も、再現性をもって医

師の診察によるアトピー性皮膚炎の有病率と

相関することを確認している。今回の調査で

は、有症率を把握するにあたり対象者にこの

質問を投げかけた。その結果得られた有病率

は、これまでの調査における医師による直接

診察で得られる有病率に近かった。しかし、そ

こでアトピー性皮膚炎と診断した回答者にあ

らためて同じ追加質問をしたところ、「はい」

すなわちアトピー性皮膚炎になったことがあ

ると回答した者は 86%にとどまった。全く同

一の質問であっても複数回問いかけると異な

る回答をする者が一定数いることがわかった。

これは、次々に画面が遷移する Web 調査なら

ではの問題点であるかもしれない。「あなたは

アトピー性皮膚炎になったことはありますか」

という質問では、回答者が自身のことについ

て回答するよりも、子どものことを回答する

ほうが感度が低い傾向にあり、子どもが高齢

（すなわち親も高齢）であるほうが感度が低

くなる傾向にあった。これは、子どもであると

はいえ、自身以外の人間の健康状態を正確に

把握しきれていない可能性が示唆される。治

療実態については、今回は保険医療機関に通

院加療していない人のデータも明らかとなっ

た。保険医療機関に通院していない理由とし

て、「治療に希望が持てない」と「ステロイド

による治療を希望しない」が合わせて 40%近

くにのぼり、診察して薬剤を処方するだけで

は明らかに不十分であり、普段から十分な外

用指導を実施すること、疾患についての説明

を十分に行なうことの重要性が浮き彫りとな

った。外用指導については、外用量や外用剤の

使用方法についての指導を受けた経験よりも、

症状改善後の減量方法や中止方法まで言及さ

れた経験のある患者が少ない傾向にあった。

エビデンスに限りがある項目もあるが、治療

の見通しの説明や外用剤の減らし方の指導を

どう行っていくかも今後の診療の課題となり

そうである。保険医療機関に通院しない理由

別でも、治療に希望がもてない、およびステロ

イドによる治療を希望しない群では、外用指

導を受けた経験のある人が若干ながら少ない

傾向にあった。重症度別にみると、軽症例では

中等症以上の症例に比較して外用指導を受け

た経験のある人の割合がわずかに低い傾向に

あった。診察時に軽症例であっても急性増悪

する症例もあり、普段から丁寧な外用指導を

おこなうことが患者に希望を持たせ、標準的

治療への理解を深めさせ、継続的に保険医療

機関での適切な治療を受けることにつながる

と考えられる。本調査で得られた結果をもと

に質問項目をさらに検討し、より大規模にア

トピー性皮膚炎の実態を調査可能な状態へと
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繋げることが重要と考えられた。 

 

E. 結論 

Web を用いてアトピー性皮膚炎のより効果的

な疫学調査方法の検討・解析を行った。Web を

用いることで、医療機関に通院をしていない

患者の状況も含め、その治療実態をさらに詳

しく把握することができた。このことは、今後

さらに規模の大きい疫学調査体制を確立する

にあたっての礎となると考えられた。 
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